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Ⅰ．調査の概要 

 

（１）調査の目的等 

○調査目的 

「地域交通環境計画」策定の基礎資料として、地方都市・山のまちの交通、島の交通、

まちの中心部の交通、低公害車及び交通全般に関しての現状や市町村の取り組み等を把握

することを目的として、自治体に対するアンケート調査を行った。（自治体アンケート） 

また、低公害車に関しては、民間事業者における低公害車の普及の現状や導入意向等を把

握することを目的として、事業者に対するアンケート調査を行った。（事業者アンケート） 

 

○調査概要 

（自治体アンケート） 

・調査対象：中国地方管内 308市町村 

・調査方法：郵送配布・郵送回収方式 

・調査時期：平成15年 12月～平成16年1月 

（事業者アンケート） 

・調査対象：中国地方で営業する事業者81社（バス44事業者・トラック37事業者） 

・調査方法：郵送配布・郵送回収方式 

・調査時期：平成15年 12月～平成16年1月 

 

○配布回収状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配布数 回収数 回収率 対象市町村

Ａ．地方都市・山のまちの交通編 308 215 69.8% すべての市町村

Ｂ．島の交通編 47 36 76.6%
市町村管内に旅客船の航路が
就航している市町村のみ

Ｃ．まちの中心部の交通編 26 23 88.5%
H12国勢調査において
人口５万人以上の市町のみ

Ｄ．低公害車編 308 198 64.3% すべての市町村

Ｅ．交通全般編 308 208 67.5% すべての市町村

81 54 66.7% 中国地方で営業する事業者81社事業者アンケート　低公害車編

自
治
体
ア
ン
ケ
ー

ト

アンケート項目
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（２）調査の結果概要 

〈自治体アンケート〉 

Ａ．地方都市・山のまちの交通編  
項 目 概 要 

地方鉄道について ○約半数の市町村に鉄道駅が存在 （103市町村） 

○約９割が地方鉄道の機能強化に取り組む。 

 → 駐車場など駅周辺整備、駅舎等のバリアフリー化・近代化 

○約３割が地方鉄道の経営安定化に取り組む。 

 → 第３セクター、上下分離方式 

○約７割が地方鉄道に観光客を呼び込む施策を実施 

 → パンフレット等、利用促進イベントや沿線の観光イベント開催 

○駅舎への公共施設の合築事例は27市町村（約４分の１） 

 → 交流施設、福祉関連施設、観光案内施設、簡易郵便局 等 

○欠くことのできない公共交通機関として、観光施策との連携など様々な取り組み

がなされている。沿線の市町村の連携や、国や県などの積極的な支援が求められ

ている。（自由意見） 

 

コミュニティバスに

ついて 

○約４割の市町村でコミュニティバスが運行 （89市町村） 

○コミュニティバスの現状 

・市町村が運営主体（約８割）、民間が運行主体（約６割）のバスが多く、ほとんど

が廃止代替バス。 

・均一性の運賃設定（約６割）のものが多く、小型バスもしくは中型バスで運行さ

れている。（約８割） 

・起終点往復式が約６割、循環式が約３割で、デマンド式は４％である。 

・利用者数は当初の計画以上（約６割）、運営費用は計画以下（約８割）が多く、運

行にあたっては、地域の実情にあった様々な工夫がなされている。 

 → 利用者数の向上：低料金、公共施設や病院等の巡回、低床バス 等 

   運営費用の低減：人件費低減、入札の実施、補助制度の活用 等 

○コミバスのサービスレベル維持と運行効率化が課題としてあげられており、補助

基準及び補助額の見直し等への要望があがっている。（自由意見） 

 

通学輸送について ○約半数の市町村でスクールバスが運行 （110市町村） 

○スクールバスの現状 

・運営方式では、民間事業者運転委託と市町村直営が半々。 

・小型マイクロバスを利用している市町村が多い。（約６割） 

・約４割の市町村で一元化を検討・実施 

 → 通常バスダイヤとの調整、学校行事との連動等が問題 

 

福祉輸送について ○14％の市町村で患者輸送バスが運行 （29市町村） 

○患者輸送バスの現状 

・運営方式では、民間事業者運転委託と市町村直営が半々。 

・小型マイクロバスを利用している市町村が多い。（約５割）ほとんどが普通仕様。

・約４割の市町村で一元化を検討・実施 

○約３割の市町村でＳＴＳを実施 （55市町村） 約７割が社協に運営を委託。 

 

交通政策全般につい

て 

○64市町村が中山間地域等の生活交通維持施策に取り組む。 

 → 広域幹線系、域内循環系の路線の整理 等 

○約６割の市町村で市町村内の交通体系の見直しを進めている。（119市町村） 

 → 市町村合併に絡む見直しが多い 

○約２割の市町村で公共施設の配置の見直しに取り組む。（36市町村） 

 → 市町村合併関連、小中学校統廃合等 

○約３割の市町村で地域住民、ＮＰＯ等の意見反映の措置を講じる。（48市町村）

 → 住民が参画する検討組織を設置している市町村は34市町村  
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Ｂ．島の交通編 

項 目 概 要 
 ○市町村管内に旅客船の航路が就航している市町村のうち、36市から回答 
公用船について ○約半数の市町村が公用船を所有 （17市町村） 

○公用船の現状 
・総トン数では、約半数が 5トン以上 20トン未満 
・旅客定員では、約８割が 13人以上 
・使用形態では、約６割が旅客定期航路事業として使用。救急輸送艇、スクール船

も各１割。他用途への転用については、検討・実施例がない。 
自治体による航路補

助について 
○約６割の市町村で旅客定期航路の運営もしくは補助を実施 （20市町村） 
○ほとんどの市町村で事業者に対する運行事業への欠損額補助を実施 

救急輸送について ○約６割の市町村で救急輸送の確保に対する施策を検討・実施 （21市町村） 
→ 定期航路の高速化、自治体による救急艇の所有 等 

福祉輸送について ○約半数の市町村で福祉輸送サービスに対する施策を検討・実施（19市町村） 
 → 高齢者等の運賃補助の拡大、船舶やターミナル施設のバリアフリー化  

島しょ部の公共交通

に対する自治体の取

り組みについて 

○約７割の市町村で航路の維持・活性化や利便性向上施策を検討・実施（24市町村） 
 → 増便（運航時間は現状のまま）、発着施設（乗り場）の整備 等 

離島振興について ○75％の市町村で地理的、自然的条件を活かした離島振興施策を実施（27市町村） 
 → 各種イベント等の開催、観光資源を開拓、活用することによる振興 等 
○9市町村で地域住民、ＮＰＯ等の意見反映の措置を講じる。 

 → 住民が参画する検討組織を設置している市町村は4市町村  

○離島の人口減少、少子高齢化が著しく進展するなか、離島交通の確保が問題とな

っている。離島の特性を活かした観光イベントの開催等により、交流人口を増加

させる取り組みも行われている。（自由意見） 
 
Ｃ．まちの中心部の交通編 

項 目 概 要 
 ○人口５万人以上の市町のうち、19市から回答 
交通ネットワークの

構築、公共交通の利

便性向上について 

○19市で取り組まれている。 
→ 交通結節点の整備、駅や乗り物のバリアフリー化 等 
 

まちの中心部におけ

る交通渋滞の解消策

について 

○18市で取り組まれている。 
 → 環状道路、バイパスなどの整備、 
公共交通機関の整備（１００円循環バス等の導入） 等 

自動車の流入規制や

快適な歩行者空間の

創出のための施策に

ついて 

○ロードプライシング：9市が必要なし、２市が検討に前向き 
○１人乗り自家用自動車の流入規制：9市が必要なし、２市が検討に前向き 
○トランジットモール：8市が必要なし、6市が検討に前向き 
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Ｄ．低公害車編 

項 目 概 要 
車両の保有状況 ○約６割の市町村で低公害車を既に導入済み 

→ 総台数に占める割合は、乗用車約７%、貨物車約４％で、全体では約４% 
→ 種類別では、「低燃費かつ低排出ガス」が最も多く、低公害車の約８割 

低公害車の導入意向 ○全体では「導入するかどうか分からない」「関心はあるが導入予定はない」がそれ
ぞれ約４割と最も多い。 
→ 既導入市町村に限ると、「導入予定である」が最も多く約４割 
→ 未導入市町村に限ると、「関心はあるが導入予定はない」が最も多く約４割 

導入予定市町村の導

入理由 
○導入予定市町村の９割が「低公害車の普及啓発のため」をあげている（38市町村） 
→ 平成 16年度までの導入予定台数は、全体で 354台 
→ 車種別では、「貨物車」が最も多く 310台 
→ 種類別では、「低燃費かつ低排出ガス」が最も多く 332台 

導入しない理由 ○約７割の市町村が「車両購入にかかる費用が割高」をあげている（50市町村） 
市町村独自の取り組

みついて 
○約１割（19市町村）が、低公害車の導入に対する具体的な計画を有している。 
→ 低公害車導入指針、年次と台数（割合）等を定めている 

 
Ｅ．交通全般編 

項 目 概 要 
環境にやさしい交通

体系について 
○約４分の１の市町村が環境にやさしい交通体系の構築に取り組む。（53市町村） 
 → 鉄道、バス等の公共交通の利用促進、低公害車の導入促進 等 

交通の情報化につい

て 
○14％の市町村が交通の情報に取り組む （30市町村） 
 → バスの路線図、ダイヤ表等をホームページで提供、道路混雑・駐車場情報 等 

交通バリアフリーに

ついて 
○15％の市町村が交通バリアフリーに関する広報活動等に取り組む （30市町村） 
 →各種メディアを活用した普及・啓発、バリアフリー教室等の開催 等 
○バリアフリー教室の開催内容としては、疑似体験やマップ作成、点検活動 等 

国や県等に対する要

望 
○生活交通の確保や、バリアフリー化に対し、国や県の積極的な支援、とりわけ補

助メニューの充実や基準の緩和等が強く求められている。（自由意見） 
 
〈事業者アンケート〉 

低公害車編 

項 目 概 要 
ＣＮＧ車の導入状況 ○ＣＮＧ車を導入している事業者は約３割（18事業者） 
既導入事業者の 
導入台数・導入理由 

○導入率は、貨物車 0.7％、バス 0.5％、特種車 0.3％で、いずれも１％に満たない。 
○導入理由は、「車両の購入に補助があったため」が最も多い（11事業者） 

既導入事業者の 
追加導入意向 

○既導入事業者の約６割が、追加導入する予定（11事業者） 
→ 追加導入の理由は、「顧客や利用者からの評判がよい」等 
→ 改善すべき課題は、「ＣＮＧスタンドが少ない」「走行距離が短い」等 
→ 予定台数は、平成 16年度までに計 28台等、平成 17年度以降計 16台等 
→ 追加導入しない理由は、「ＣＮＧスタンドが少ない」「走行距離が短い」等 

未導入事業者の 
今後の導入意向 

○未導入事業者の半数が「導入するかどうか分からない」、約４割が「関心はあるが

導入する予定はない」と回答 
→ 導入しない理由は、ほとんどの事業者が「車両購入にかかる費用が割高」 
→ 導入予定の１事業者では 69台の導入を予定 

ＣＮＧ車の普及促進

方策について 
○導入検討に必要な情報としては、「ＣＮＧ車の導入に対する支援制度」（約６割）、

ついで「ＣＮＧ車の車両価格」「ＣＮＧスタンドの場所」（各約５割） 
○普及促進方策としては、多くの事業者が、「購入時の補助・支援制度の充実」「Ｃ

ＮＧスタンドの整備」を回答（各約８割） 



 

 5

Ⅱ．調査の結果 

（自治体アンケート）   Ａ．地方都市・山のまちの交通編 
 

【地方鉄道について】 

問 A-1 鉄道駅の有無 （回答数=214） 

回答が得られた 214 市町村のうち、鉄道駅がある市町

村は 48％（103 市町村）、鉄道駅がない市町村は 52％

（111 市町村）であった。 

 

 

 

 

 

 

問 A-2 地方鉄道の機能強化・競争力強化等のための施策 （回答数=93） 

鉄道駅がある市町村のうち、地方鉄道の機能強化・競争

力強化等の施策を検討または実施した市町村は 93 市町

村であり、鉄道駅のある市町村の約９割で取り組まれてい

る。 

施策内容としては、「駅周辺の駐車場等の整備やレンタ

サイクルポートの整備」が 58 市町村と最も多く、ついで

「駅舎や車両のバリアフリー化・近代化」36 市町村、「本

数の増加や高速化のための施設の整備」29 市町村、「ダ

イヤの改善」28 市町村の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討・実

施してい

ない

10%

検討・実

施した

90%

ない
52%

ある
48%

29

58

28

36

16

10

2

8

0 10 20 30 40 50 60 70

本数の増加や高速化のための施設の整備

駅周辺の駐車場等の整備やレンタサイクルポートの整備

ダイヤの改善

駅舎や車両のバリアフリー化・近代化

公益施設（図書館・文化施設など）等の機能併設

フィーダーバス等の運行等交通アクセスの改善

運賃施策

その他 （市町村数）
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問 A-3 地方鉄道の経営安定化のための施策（回答数=31） 

地方鉄道の経営安定化の施策を検討または実施した市

町村は 31 市町村であり、鉄道駅のある市町村の約３割で

取り組まれている。 

施策内容としては、「第三セクター方式」が 11 市町村

と最も多く、井原鉄道、智頭急行、若桜鉄道、錦川鉄道、

ＪＲ可部線に対する第三セクター方式の実施、検討がその

概要となっている。ついで「基盤施設の維持・管理等の原

則公的負担方式」が 10 市町村であり、井原鉄道、一畑電

鉄への実施・検討が概要となっている。井原鉄道については、「インフラ的な部分に限って

関係自治体が単年度補助する一方、人件費などの運行管理に関する費用は運輸収入等鉄道事

業者の収入で賄う」こととしており、一畑電鉄については「所有権を移転しない上下分離方

式を検討する。」こととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 A-4 地方鉄道に観光客等を呼び込むための施策（回答数=71） 

鉄道に観光客等を呼び込む施策を検討または実施した

市町村は 71 市町村であり、鉄道駅のある市町村の約 7

割で取り組まれている。 

施策内容としては、「駅等でのパンフレットなどによる

周辺マップ等の提供」が 46 市町村と最も多く、ついで「利

用促進イベントや沿線の観光イベントの開催」が 40 市町

村となっている。 
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9

11

10

7

10

0 2 4 6 8 10 12 14

鉄道事業者の効率化インセンティブを

与えるような赤字補填による支援施策

保有と運営を分離する上下分離方式

第三セクター方式

基盤施設の維持・管理等の原則公的負担方式

経営安定のための基金の創設

その他
（市町村数）

40

11

46

21

13

0 10 20 30 40 50

利用促進イベントや沿線の観光イベントの開催

周遊チケットや沿線観光施設との共通チケットの販売

駅等でのパンフレットなどによる周辺マップ等の提供

広域市町村の連携によるＷＥＢなどでの

広域的な沿線情報の提供

その他 （市町村数）

検討・実

施してい

ない

31% 検討・実

施した

69%

検討・実

施してい

ない

70%

検討・実

施した

30%
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問 A-5 駅舎に、公共公益施設などの駅舎以外の施設を合築した事例（計画を含む） 

駅舎に、公共公益施設などの駅舎以外の施設を合築した事例は、２７市町村から回答が得

られ、その概要は以下の通りである。 

住民参画支援センター（日南町）やコミュニティ情報プラザ（豊浦町）等の交流施設や、

デイサービス施設（浜田市）、子育て支援施設（庄原市）などの福祉関係施設の他、観光案

内施設、特産物販売所、簡易郵便局等の合築施設の事例がある。 

 

 

問 A-6 地方鉄道の活性化に関する問題点・課題 （自由意見） （回答数=33） 

地方鉄道の活性化に関して今まで検討・実施されたなかでの問題点・課題の内容としては、

「補助制度の充実」に関する意見が最も多く、ついで「駅・駅周辺整備」「事業者との連携」

等に関する意見が寄せられた。 

多くの市町村では「地方鉄道は欠くこと

のできない公共交通機関」として位置づけ

られ、観光施策との連携など様々な取り組

みがなされているが、単独市町村では取り

組みの限界も指摘されており、沿線の市町

村の連携や、国や県などの積極的な支援が

求められているところである。 

6

4

4

5

2

5

11

0 2 4 6 8 10 12

補助制度の充実

観光との連携

本数増加・高速化

駅・駅周辺整備

バリアフリー化

事業者との連携

その他

（市町村数）

県名 市町村名 ①駅名 ②合築施設　概要

鳥取県 岸本町 JR岸本駅 岸本町商工会館
鳥取県 大山町 JR大山口駅 駐輪場
鳥取県 日南町 JR生山駅（建設中） インターネットカフェ、住民参画支援センター
鳥取県 江府町 JR江尾駅 ・ちろりんハウス３７４．８ｍ２。（１Ｆ事務室（駅業務委託）郷土ＰＲ室・ホール、２Ｆ町民ホール・

研修室等 。）　・江府町商工観光センター１７９．８ｍ２。（１Ｆ事務室（展示コーナー）・研修室
（図書室）、２Ｆ大研修室。　駅舎機能を含めた多目的施設「ちろりんハウス」に商工観光セン
ターを増築

島根県 浜田市 １JR浜田駅
２JR下府駅
３JR周布駅

１．観光協会の設置（駅舎の一部賃借）
２．自治会集会施設（地域の治安向上効果あり）
３．デイサービス施設（民間事業者へ駅舎の無償貸付）
※２・３については、ＪＲより当市が駅舎を無償で譲り受けている。

島根県 東出雲町 JR揖屋駅 「まちの駅」（情報案内所）機能１．駅周辺広場連絡所２．観光地物産案内所３．青少年健全
育成に寄与する場４．町営バス待合所５．地域の憩い場

島根県 大東町 JR出雲大東駅 簡易郵便局（Ｈ１８年度予定）
島根県 温泉津町 JR石見福光駅 ふれあいギャラリー・トイレ
島根県 邑智町 JR粕渕駅 町商工会事務所
島根県 三隅町 JR長門三隅駅 介護予防拠点施設
島根県 日原町 JR山口線日原駅 プラザ簡易郵便局
岡山県 備前市 JR赤穂線伊部駅 備前焼伝統産業会館（広域観光情報センター、レストラン、備前焼展示、等設置）
岡山県 大佐町 １JR刑部駅

２JR丹治部駅
１大佐町社会福祉協議会
２田治部地区社会福祉協議会

岡山県 落合町 １JR美作追分駅（実設）
２JR美作落合駅（計画）

１集会施設、多目的実習室
２集会施設、図書室

岡山県 大原町 JR大原町 特産品販売所
広島県 竹原市 ＪＲ忠海駅 仮称 地域支えあいステーション（介護予防拠点施設）を整備中（平成１６年３月の完成予定）

広島県 三次市 ＪＲ上川立駅、ＪＲ西三
次駅、ＪＲ神杉駅

農協と一体となった駅舎であるが現在農協は閉鎖。
西三次（１０７ｍ２）神杉（６１ｍ２）→無人となった駅舎をコミュニティ施設として活用

広島県 庄原市 JR備後庄原駅 ・観光情報の提供、子育て支援施設、教育交流教室の児童、生徒が集う場、及び地域住民の
ふれあいのための施設

広島県 向原町 JR向原駅 多目的複合施設（１階地場産業振興センター　２階改札口、児童館３階多目的集会所）
広島県 河内町 ＪＲ入野駅 高齢者能力活用協会事務局　（町内のシルバー人材派遣組織）

（無人駅駅舎の利用、管理）
広島県 甲山町 JR備後三川駅 駅前区域の集会所
広島県 上下町 JR上市駅 特産品加工室、展示販売、情報案内施設
広島県 東城町 JR東城駅 コミュニティ施設
山口県 山口市 ＪＲ宮野駅 地域交流ステーション宮野　（山口県立大学と地域住民との交流によるコミュニティ活動の場

となる施設）
山口県 周南市 JR徳山駅 市民交流センター
山口県 豊浦町 JR川棚温泉駅 豊浦コミュニティ情報プラザ
山口県 日置町 ＪＲ長門古市駅 介護拠点施設「ふれあいプラザはまゆう」
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【コミュニティバス（乗合タクシーを含む）について】 

問 A-7 行政が関与したコミュニティバス（乗合タクシー）の運行 （回答数=203） 

行政が関与したコミュニティバス（乗合タクシ

ー）が運行されている市町村は、回答があった

203 市町村のうち、44％（89 市町村）であっ

た。 

 

 

 

〈コミュニティバス（乗合タクシー）の概要〉 
①名称・愛称 （別紙 コミュニティバスリスト参照） 
②運営主体 （回答数=83） 
運営主体では、「市町村」が最も多く、79％

（69 市町村）であり、「民間」は 11％（10 市

町村）であった。なお、「その他」としては、広

域行政組合、社会福祉協議会、ＴＭＯ、自治会等

の回答があった。 

 

③運行主体 （回答数=82） 
運行主体では、「民間」が最も多く、60％（52

市町村）であり、「市町村」は 31％（27 市町村）

であった。なお、「その他」としては、社会福祉

協議会、公社、第３セクター等の回答があった。 

 

 

③運行目的 （回答数=55） 
運行目的では、「乗合バス路線の廃止代替」が最も多く 52 市町村であり、回答があった

55 市町村のうち９割以上を占めている。ついで「公共交通不便地域、交通空白地域の解消」

（40 市町村）、「高齢者外出支援」（30 市町村）の回答であった。 

運行されて

いない

56%

運行されて

いる

44%

民間

11%

その他

10%

市町村

79%

民間

60%

その他

9% 市町村

31%

52

40

8

21

30

0

5

5

0 10 20 30 40 50 60

乗合バス路線の廃止代替

公共交通不便地域、交通空白地域の解消

中心市街地の活性化

公共施設巡回

高齢者外出支援

環境対策（例：ＣＮＧ車導入）

観光地巡回

その他 （市町村数）
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④運賃設定 （回答数=89） 
運賃設定では、「均一制」が最も多く 58％

（51 市町村）であり、「距離制」30％（27

市町村）、「その他」12%(11 市町村)であった。 

なお、均一制の料金では、100 円と 200

円に設定しているバスが最も多く、いずれも

21 市町村であった。また、「その他」につい

ては、ほとんどが無料に設定している。 

 

⑤車両の型 （回答数=89） 
車両の型では、乗車定員 11 以上のいわゆる

コミュニティバスタイプが多い。なかでも「小

型バス（マイクロ）」が最も多く 41％（36 市

町村）、ついで「中型バス」37％（33 市町村）

となっている。 

 

⑥運行方法 （回答数=89） 
運行方法では、起終点往復式が最も多く、

59％（52 市町村）、ついで循環式 37％（33

市町村）となっている。デマンド式は 4％（4

市町村）に止まっている。 

 

⑦利用者数 （回答数=85） 
利用者数では、「計画通り」「計画を上回っ

ている」をあわせて約６割の市町村が計画通り

もしくは計画以上の利用者数を確保している。 

 

 

⑧運営費用 （回答数=84） 
運営費用では、半分以上の市町村が「計画通

り」としており、「計画を下まわっている」を

あわせて約 8 割以上の市町村が計画通りもし

くは計画以下の運営費用で運営を行っている。 

 

 

均一性

58%

その他

12%
距離制

30%

中型バス

37%

普通車タイプ

2%ワゴンタイプ

10%

小型バス

（マイクロ）

41%

大型バス

10%

起終点往復式

59%

デマンド式

4%
循環式

37%

計画通り

39%

計画を下回っ

ている

41%

計画を上回っ

ている

20%

計画通り

56%

計画を下回っ

ている

29%

計画を上回っ

ている

15%
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⑨上記⑦、⑧の要因 
⑦利用者数、⑧運営費用に関する要因について、主な回答を以下に整理する。 

 

⑦利用者数について 

【計画を上回っているもしくは計画通りの要因】 
・本格運行開始以来２年を経過し、「市民のバス」として利用され定着したため。 
・低料金により潜在的需給を堀りおこした。 
・基本的には廃止代替バスであるが、学校・病院等に新たにバス停をもうけた。 
・低料金、公共公益施設への交通の利便性、低床バスなどといったことから高齢者を中心に利用が増

加している。 
・一定間隔に運行する定時制。主要駅への路線の延長。住宅地から、病院・商店街に人を運ぶルート

設定。ＪＲとの乗り継ぎを考えてダイヤ。負担感が少なく分かりやすい均一料金。学割回数券の発

行。 
・奥地集落、バス路線の廃止代替へとして実施しているが、路線指定をしており、その地区の人口は

１００人前後で多くは５０人位、高齢者が多く、利用者は固定化している。  等 
 
【計画を下回っている要因】 
・マイカーの普及が一段と進み、利用者は年々、減少している。 
・他交通とのアクセスの悪さ。地域間交流の不足。 
・各集落のニーズを全て可能するバスダイヤが組めない。 
・運行便数を最小限にしているため、通勤・通学時以外の時間帯運行利用者において利用しがたいと

思われる。また料金も高いのかとも思われる。 
・運行開始１ケ月のため、まだ利用者への周知徹底が不充分。 等 

 

⑧運営費用について 

【計画通りもしくは、計画を下回っている要因】 
・人件費など経営努力により経費をおさえることができた。 
・入札により委託金額の減 
・計画では乗務員は臨時職員を主体として運営し、車両購入は国の補助事業とし、補助裏として一般

会計が一部負担をするということで経費を一般路線よりも抑えることとしており、ほぼ計画通りの

運営となっている。 
・別ルートへの乗り替えを無料としていることなどから料金収入は予測を下回っている。 
 
【計画を上回っている要因】 
・ルート変更に伴う新規車両の追加購入や運転士の追加採用による経費増加 
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【通学輸送について】 

問 A-8 スクールバスの運行の有無 （回答数=210） 

スクールバス（普通地方交付税算定対象）

の運行の有無については、回答があった

210 市町村のうち、52％（110 市町村）

で運行されている。 

 

 

①運営方法 （回答数=107） 
運営方法については、民間事業者への運転

委託が 54％（58 市町村）であり、市町村

直営 46％（49 市町村）よりも若干多くな

っている。 

 

 

②車両台数 （回答数=141） 
車両台数では、小型マイクロバスを利用し

ている市町村が 69 市町村と最も多く、スク

ールバスを導入している市町村の約半数を

占めている。台数としても 137 台となって

おり、平均すると１市町村あたり、約２台の

スクールバスを運行させていることとなる。 

 

③一元化の検討・実施の有無 （回答数=108） 
一元化（スクールバスへの一般住民の混乗

による一体的な運行）については、約４割

（43 市町村）の市町村が検討・実施をした

ことがあると回答している。 

 

④検討・実施された内容の概要 
３７市町村から回答が得られた。主要な意見を以下に示す。 

・スクールバスの車両を小型から中型へ変更し、路線も変更して混乗させ効率化した。 
・学童、一般客共利用が少ない路線について、下校時間に合わせて、混乗便を運行。 
・通学に支障が出ない範囲で径路の見直しを実施。４台中３台が住民利用可。 
・老人クラブの送迎等にも利用 
・合併協議会分科会にて一般住民の混乗について検討中 
・中学校の統合により運行。通常の乗合バスのダイヤとの調整は困難。 
・車両は児童・生徒の数に見合ったものを利用しており、一般住民が乗る余地が無い。 
・学校行事により時間の変更、郊外活動での利用等、一般者混乗の際の定期性と相容れない。 
・スクールバスは児童・生徒を小中学校へ安全かつ迅速に送迎していく必要があることから巡回バス

とは切り離して考えていきたい。 

運行して

いない

48% 運行して

いる

52%

民間事業者

運転委託

54%

市町村

直営

46%

19

39

69

14

37

93

137

19

0 50 100 150

大型バス

中型バス

小型バス（マイクロ）

その他（ワゴン車など）

市町村数

台数

有り
40%

無し
60%
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【福祉輸送について】 

問 A-9 患者輸送バスの運行の有無 （回答数=208） 

患者輸送バス（厚生労働省補助）の運行

の有無については、回答があった 208 市

町村のうち、14％（29 市町村）で運行

されている。 

 

 

 

 

①運営方法 （回答数=28） 
運営方法については、市町村直営が

54％（15 市町村）であり、民間事業者

運転委託 46％（13 市町村）よりも若干

多くなっている。 

 

②車両台数 （回答数=31） 
車両台数では、小型マイクロバスを利用

している市町村が 16 市町村と最も多く、つ

いでワゴン車など 11 市町村となっている。 

また、車両の仕様としては、ほとんどが普

通仕様であり、特殊仕様のものは 35 台中、

３台に止まっている。 

 

③一元化の検討・実施の有無 （回答数=28） 

一元化（患者輸送バスへの一般住民の混

乗による路線バスとの運行一元化）につい

ては、約４割（10 市町村）の市町村が検

討・実施をしたことがあると回答している。 

 

④検討・実施された内容の概要 
11 市町村から回答が得られた。主要な意見を以下に示す。 

・スクールバス同様合併協議会において検討中。 
・路線バスの延長に伴い、一部輸送経路の変更。 
・通学との一体化 

 
 

運行して

いない

86%

運行して

いる

14%

市町村直営

54%

民間事業者

運転委託

46%

市町村数 台数
大型バス 普通仕様 0 0

特殊仕様 0 0
中型バス 普通仕様 4 5

特殊仕様 0 0
小型バス（マイクロ） 普通仕様 14 15

特殊仕様 2 2
その他（ワゴン車など）普通仕様 10 12

特殊仕様 1 1
計 普通仕様 28 32

特殊仕様 3 3

有り
36%

無し
64%
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問 A-10 スペシャル・トランスポート・サービスの実施の有無 （回答数=200） 

スペシャル・トランスポート・サービス（肢

体障害者・内部障害者・視覚障害者・高齢者・

一時的な移動制約者等を対象とする移送）に

ついては、回答があった 200市町村のうち、

28％（55 市町村）で実施されている。 

 

 

○運営方法 （回答数=55） 
運営方法については、社会福祉協議会に委

託して運営している市町村が最も多く66％

（36 市町村）、ついで民間事業者委託 16％

（9 市町村）となっている。 

なお、その他では、ＮＰＯ法人や市交通局

への委託といった回答があった。 

 

問 A-11 コミュニテイバス・スクールバス・患者輸送バス・スペシャル・トランス

ポート・サービスにする問題点・課題や今後の取組みなど  （自由意見）

（回答数=22） 

コミュニテイバス等に関して今まで検討・実施されたなかでの問題点・課題については、

コミュニティバスの運行に関する意見が多く、便数や料金等のサービスレベルの維持と、運

行経費の効率化等が課題としてあげられている。また、現在、市町村合併を契機とした広域

的な交通施策展開に取り組んでいる市町村があった。国への要望としては、同一市町村域内

で完結するバスなどへの補助など、補助基準及び補助額の拡大を要望する意見があった。 

 
【交通政策全般について】 

問 A-12 中山間地域等の生活交通維持のための施策 （回答数=64） 

生活交通維持のために今までに検討または実施した施策については、「広域幹線系・域内

循環系の路線の整理」が最も多く 35 市町村、ついで「情報技術を活用したデマンド型交通

の導入」９市町村となっている。その他の回答としては、「補助金の交付」「ポストバスの検

討」等の施策があがっている。 

 

 

 

 

 

 

 

実施して
いる
28%

実施して
いない
72%

市町村直営

7%

社会福祉協

議会委託

66%

民間事業者

委託

16%

その他

11%

9

1

3

35

6

20

0 5 10 15 20 25 30 35 40

情報技術を活用したデマンド型交通の導入

物流システムとの複合化

補助金交付における競争原理の導入

広域幹線系・域内循環系の路線の整理

自家用車を活用した住民ボランティア輸送サービスの導入

その他

（市町村数）
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問 A-13 市町村内の交通体系を見直す予定 （回答数=204） 

市町村内の交通体系を見直す予定については、

回答があった 204 市町村のうち、約半数が「見

直しを予定」しており、「見直し中」とあわせて、

約６割（119 市町村）の市町村で見直しが進め

られつつある。 

見直しの概要については、「合併協議会で検討

中（予定）」あるいは、「合併後に見直し」といっ

た意見が多く、市町村合併に関連する見直しを回答した市町村は 75 市町村であった。 

 

問 A-14 公共施設の配置の見直し予定 （回答数=195） 

公共施設の配置の見直しについては、「検討

中」の市町村が 5％（10 市町村）「検討を予定」

している市町村 13％（26 市町村）であった。 

見直しの概要については、市町村合併に関連す

る見直しを回答した市町村が多く 18 市町村で

あった。その他、小中学校の統廃合に関係する見

直し（４市町村）、医療・福祉施設に関連する見

直し（3 市町村）等となっている。 

 

問 A-15 地域住民・ＮＰＯ・地元企業等の意見反映のための措置 （回答数=193） 

交通政策の計画や実施に際して、地域住

民・ＮＰＯ・地元企業等の意見反映につい

ては、４分の１の市町村（48 市町村）で

何らかの措置が講じられている。 

措置の概要については、会議や説明会を

実施している市町村が多く 38 市町村、次

いでアンケートを実施している市町村が

12 市町村であった。また、地域住民が参

加する検討組織を設置している市町村は 34 市町村であった。 

見直し中

7%見直しの

予定はない

42%

見直しを

予定

51%

検討中

5%
検討を予定

13%

検討の予定

はない

82%

講じている

25%

講じて

いない

68%

措置を検討

している

7%



 

 15

（自治体アンケート）   Ｂ．島の交通編 
 

【公用船について】 

問 B-1 公用船（市町村所有船）の所有 （回答数=36） 

回答が得られた 36 市町村のうち、公用船を所有

している市町村は 47％（17 市町村）、所有してい

ない市町村は 53％（19 市町村）であった。 

 

 

■公用船の仕様及び使用形態等 
①公用船の総トン数 （回答数=17） 
「５トン以上 20 トン未満」が最も多く 53％（9

市町村）であり、「５トン未満」が 29％（６市町

村）であった。 

 

②公用船の旅客定員 （回答数=17） 
旅客定員については、「13 人以上」の公用船が

82％（14 市町村）であった。 

 

 

 

③使用形態（回答数=17） 
使用形態としては、「旅客定期航路事業として使

用」されている公用船が最も多く 64％（11 市町

村）、ついで「救急輸送船として使用」「スクール船

として使用」がそれぞれ 12％（2 市町村）であっ

た。 

また、③使用形態別に①公用船の総トン数、②公

用船の旅客定員をみると、「旅客定期航路事業とし

て使用」されている公用船は、11 市町村のうち、8 市町村の公用船が 5 トン以上 20 トン

未満であり、すべて旅客定員 13 人以上のであった。 

 

④検討又は実施の有無 
使用形態について、他の用途への転用に関する検討・実施は、いずれの市町村でも行われ

ていない。 

所有して
いる
47%所有して

いない
53%

５トン未満

29%

５トン以上

２０トン未満

53%

２０トン以上

18%

13人未満
18%

13人以上
82%

救急輸送船

として使用

12%

スクール船

として使用

12%

その他

12%

旅客定期航

路事業とし

て使用

64%

5トン未満　
5トン以上
20トン未満 20トン以上 計 13人未満 13人以上 計

旅客定期航路事業として使用 8 3 11 11 11
救急輸送船として使用 1 1 2 1 1 2
スクール船として使用 2 2 2 2
その他 2 2 2 2

総　計 5 9 3 17 3 14 17

①公用船の総トン数 ②公用船の旅客定員
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【自治体による航路補助について】 

問 B-２ 運営あるいは補助を行っている旅客定期航路の有無 

 

①補助の有無 （回答数=36） 
市町村による運営あるいは補助を行ってい

る旅客定期航路を有している市町村は、36 市

町村のうち 56％（20 市町村）であった。 

 

 

 

②補助の概要 
補助の概要としては、ほとんどの市町村で事業者に対する運航事業への欠損額補助を行っ

ているが、一方、利用者に対する補助として、「島民全員に対して運賃の一部補助」を行っ

ている自治体もある。 

 

【救急輸送について】 

問 B-３ 救急輸送を円滑に確保するための施策 （回答数=21） 

離島における救急輸送を円滑に確保するための施策とし

ては、58％（21 市町村）の市町村でこれまで何らかの検

討又は実施を行っている。 

施策内容としては、「定期航路の高速化」「自治体による

救急船の所有」がいずれも５市町村で最も多かった。「その

他」の回答としては、「ヘリポートの整備」「漁協所有船によ

る救急輸送」といった回答が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある
56%

ない
44%

5

3

2

5

3

4

6

0 1 2 3 4 5 6 7

定期航路の高速化

定期航路の増便や運航時間の延長

島内道路等の整備

自治体による救急船の所有

本土側や離島側の常時発着可能な桟橋等の整備

海上タクシー等を利用した救急輸送体制

その他

（市町村数）

検討・実

施してい

ない

42%

検討・実

施した

58%
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【福祉輸送について】 

問 B-4 高齢者や障害者等に対する福祉輸送のサービス （回答数=19） 

離島に住む高齢者や障害者等に対する福祉輸送のサービ

スを充実するための施策としては、53％（19 市町村）の

市町村でこれまで何らかの検討又は実施を行っている。 

施策内容としては、「高齢者や障害者への運賃補助等の拡

大」が最も多く 11 市町村、ついで「船舶やターミナル施設

のバリアフリー化」9 市町村となっている。なお、「その他」

の回答としては、「車イス利用者のための客室の設置」等の

意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島しょ部の公共交通に対する自治体の取り組みについて】 

問 B-5 航路の維持・活性化や利便性の向上のための施策 （回答数=24） 

島しょ部の公共交通における航路の維持・活性化や利便性

の向上のための施策としては、67％（24 市町村）の市町

村でこれまで検討又は実施を行っている。 

施策内容としては、「増便（運航時間は現状のまま）」及び

「発着施設（乗り場）の整備」が最も多く 10 市町村、つい

で「高速化による時間の短縮」9 市町村となっている。なお、

「その他」の回答としては、「隣接自治体との航路統合」「回

数券の発行」といった意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討・実

施してい

ない

47%

検討・実

施した

53%

0

11

2

9

4

0 2 4 6 8 10 12

福祉船（公用船）の所有

高齢者や障害者への運賃補助等の拡大

社会福祉法人等による島内送迎サービス

船舶やターミナル施設のバリアフリー化

その他

（市町村数）

検討・実

施してい

ない

33% 検討・実

施した

67%

7

6

10

3

6

0

10

3

3

1

6

3

0 2 4 6 8 10 12

高速化による時間の短縮

早朝、夜間便の運航（運航時間の延長）

増便（運航時間は現状のまま）

運賃の引き下げ、割引制度の拡大

船舶、ターミナル等のバリアフリー化

海上タクシー等デマンド型の不定期船の充実

発着施設（乗り場）の整備

陸上交通との接続改善

島内道路やバスの整備

水陸相互の接続情報の提供

緊急時の救急輸送の確保

その他

（市町村数）
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【離島振興の状況について】 

問 B-６ 離島の地理的及び自然的特性を生かした取り組み （回答数=27） 

島の活性化のための離島の地理的及び自然的特性を生か

した取り組みとしては、75％（27 市町村）の市町村でこ

れまで検討又は実施を行っている。 

施策内容としては、「各種イベント等の開催」が最も多く

17 市町村、ついで「観光資源を開拓、活用することによる

振興」12 市町村となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
問 B-７ 地域住民・ＮＰＯ・地元企業等の意見反映のための措置 （回答数=9） 

離島振興への取り組みに関して、地域住民・ＮＰＯ・地元企業等の意見反映のための措置

については、「意見交換会」や「離島振興の委託」といったことがあげられている。また、

地域住民が参加する検討組織を設置している市町村は 4 市町村であった。 

 

②検討組織の概要 県名 市町村名 
①措置（方法）の概要 

名称 目的 構成員 

岡山県 岡山市 町内会を通じての集会実施    

広島県 竹原市 行政機関と民間団体等で協議会を設置大久野島活

性化協議会

優れた自然や風景を保護す

るとともに、環境学習・歴史

学習等の拠点として、活性

化と快適な利用を促進す

る。 

環境者、広島県、竹原市、竹原市

観光協会、自治会、コミュニティー

団体、漁協、商工会議所など 

広島県 尾道市 イベントについては、地元の社協、町内

会と連携予定。 

   

広島県 大竹市 離島振興計画策定に地元の意見を反

映するために、意見交換会等を開催。

   

広島県 蒲刈町 地域説明会    

山口県 防府市 意見聴取 島 づ く り 協

議会 

島の活性化を検討するため

に設立 

自治会長、小中学校長、ＰＴＡ会

長、老人クラブ会長、漁協関係者

山口県 岩国市 地元組織へ離島振興を委託 島 づ く り 推

進協議会 

離島振興 自治会、婦人会、農協、漁協等 

山口県 周南市 地元自治会連合会やコミュニティ推進

協議会等と協議しながら行っている。 

   

山口県 平生町 離島振興計画策定の際の地域住民ア

ンケート 

佐合自治会離島振興計画の策定 全島民 

 

検討・実

施してい

ない

25%

検討・実

施した

75%

3

8

12

17

7

7

7

2

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

広域的市町村の連携による離島振興計画の策定

特産品の開発販売等産業を活性化することによる振興

観光資源を開拓、活用することによる振興

各種イベント等の開催

体験学習や研修等の離島への誘致

海上交通や島内交通の整備・改善

広域的な情報提供への取り組み

その他

（市町村数）
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（自治体アンケート）   Ｃ．まちの中心部の交通編 
 
問 C-1 シームレスな交通ネットワークの構築や公共交通の利便性向上のための施

策 （回答数=19） 

シームレスな交通ネットワークの構築や公共交通の利便性向上のための施策としては、

23 市のうち、19 市が何らかの施策について検討・実施が行われている。 

もっとも回答が多かったのは、「交通結節点の整備」「駅や乗り物のバリアフリー化」でい

ずれも 12 市であった。取り組みの概要について以下に整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 C-２ まちの中心部における交通渋滞の解消策 （回答数=18） 

まちの中心部における交通渋滞の解消策については、23 市のうち、18 市において検討・

実施が行われている。 

施策の内容では「環状道路、バイパスなどの整備」が最も多く 13 市、ついで「公共交通

機関の整備（１００円循環バス等の導入）」10 市であった。取り組みの概要について以下

に整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5

4

3

7

7

5

7

7

12

2

12

1

0 2 4 6 8 10 12 14

定時性や速達性の向上のための専用（優先）レーンの導入等

路面電車・バスの優先信号の導入整備

わかりやすい路線やダイヤへの改善

快適な駅への改善

上屋付バス停などへの改善（バス停設置基準の緩和など）

駅・バス停への案内表示の整備

インターネットなどにおける情報提供システムの構築

パーク・アンド・バスライド駐車場の整備やフィーダーバスの導入

交通結節点の整備

運賃の乗り継ぎ割引等の拡充

駅や乗り物のバリアフリー化

その他

（市町村数）

0

13

10

3

6

0

1

0 2 4 6 8 10 12 14

ロードプライシングなど自家用自動車の流入規制

環状道路、バイパスなどの整備

公共交通機関の整備（１００円循環バス等の導入）

パーク・アンド・バスライド駐車場等の整備

中心部における歩行空間の創出

中心部における駐車場の抑制

その他

（市町村数）
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問 C-３ 都心部における自動車の流入規制や快適な歩行者空間の創出のための施策 

 

①ロードプライシングについて （回答数=22） 

約半数の市がロードプライシングの検討・実施について

「必要なし」と回答しているが、２市においては「検討し

たい」と回答している。 

なお、具体の検討については、「可能性の検討」「バス離

れが進んでいる。実現できればいいが具体の検討はしてい

ない」となっている。 

 

②１人乗り自家用自動車の流入規制（ラッシュ等時間規制）について （回答数=23） 

半数以上の市が１人乗り自家用自動車の流入規制の検

討・実施について「必要なし」と回答しているが、２市に

おいては「検討したい」と回答している。 

なお、具体の検討については、①と同様であった。 

 

 

 

③トランジットモールについて （回答数=23） 

トランジットモールの実施・検討については、35％（8

市）が「必要なし」と回答しており最も多いが、「検討し

たい」という回答が次いで多く全体の４分の１となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

必要なし

50%

わからない

32%

その他

9%

検討したい

9%

必要なし

56%

わからない

26%

その他

9%

検討したい

9%

必要なし

35%

わからない

26%

その他

13% 検討したい

26%
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（自治体アンケート）   Ｄ．低公害車編 
 

 

【車両の保有状況について】  

問 D-１ 市町村の車両保有状況・台数 （回答数 190） 

回答があった 190 市町村のうち、低公害車を既に導入している市町村は 117 市町村

（62％）であった。また、総台数に占める割合は、乗用車が最も高く約 7%、ついで貨物

車約 4％であり、全体では、約 4%となっている。低公害車の種類別に見ると、「低燃費か

つ低排出ガス」が最も多く 447台であり、導入されている低公害車の約８割を占めている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【低公害車の導入意向について】 

問 D-２ 今後の低公害車導入意向 （回答数 191） 

低公害車の導入意向については、全体では「導入するかどうか分からない」という回答が

最も多く 37％、次いで「関心はあるが導入予定はない」が 36％という結果であった。 

また、すでに低公害車を導入している市町村に限ってみると、「導入予定である」が最も

多く（37％）、一方、低公害車を導入していない市町村では、「関心はあるが導入予定はな

い」が最も多い（42％）という結果であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

導入していない

38%

導入している

62%

（平成 15 年 10 月現在）

【回答の合計値】 （台）
低公害車

低燃費かつ
低排出ガス の導入率

①乗用車 4110 3 6 88 206 303 7%
②貨物車 5,135 2 7 0 182 191 4%
③バス 903 0 8 1 8 17 2%
④特種車 4,368 0 1 0 51 52 1%
　　計 14,516 5 22 89 447 563 4%

車種 台数

うち低公害車の台数

電気 ＣＮＧ
ハイブリッ
ド 計

37%

13%

22%

25%

42%

36%

34%

39%

37%

3%

3%

4%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

低公害車を導入済み

低公害車を未導入

総計

導入予定である 導入を検討したが断念した 関心はあるが導入予定はない

導入するかどうか分からない 関心がない
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38

2

7

0

6

9

2

5

0 5 10 15 20 25 30 35 40

低公害車の普及啓発のため

環境関連の認証取得のため

国・県からの要請があったため

住民からの要望があったため

車両の購入に補助があったため

グリーン購入法が施行されたため

最寄りにＣＮＧスタンドが立地（予定含む）しているため

その他

 

【導入理由と予定台数】 

※問 D-3～４は、問 D-2 で「導入予定である」と回答した市町村のみ 

問 D-３ 低公害車の導入動機 （回答数 41 複数回答３つ以内） 

導入の動機については、「低公害車の普及啓発のため」が最も多く 38 市町村、次いで、

「グリーン購入法が施行されたため（９市町村）」「国・県からの要請があったため（7 市町

村）」となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問 D-４ 平成１６年度までの低公害車の導入予定台数（回答数 31） 

平成 16 年度までの導入予定台数については、全体で 354 台となっており、現在の 563

台から大幅に増加することになる。 

車種別では、「貨物車」が最も多く 310 台、低公害車の種類別では、「低燃費かつ低排出

ガス」が最も多く 332 台となっている。 

市町村別の内訳をみると、百台以上の重点的な導入予定の市町村がある一方、ほとんどの

市町村では一桁台の導入となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【回答の合計値】 （台）

低燃費かつ
低排出ガス

①乗用車 0 3 14 25 42
②貨物車 0 7 0 303 310
③バス 0 0 0 1 1
④特種車 0 1 0 3 4
　　計 0 11 14 332 354

車種

低公害車の種類

電気 ＣＮＧ
ハイブリッ
ド 計
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50

1

9

12

1

7

3

6

5

2

2

7

20

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55

車両購入にかかる費用が割高

燃料にかかる費用が割高

燃料スタンドが遠い

燃料スタンドが少ない

燃料スタンドの利用時間が短い

メンテナンス体制が不十分

メンテナンスにかかる費用が割高

走行距離が短い

走行時のパワーが不足

積み荷のスペースが狭い

法律・条例等による導入の強制がない

導入を判断する上での情報が不足

その他

 

【導入しない理由】 

※問 D-5 は、問 D-2 で「導入を検討したが断念した」「関心はあるが導入予定はない」 と回答した市町村のみ 

問 D-５ 低公害車の導入を断念・導入予定がないとする理由（回答数 71 複数回答３つ以内） 

導入しない理由としては、「車両購入にかかる費用が割高」が最も多く５０市町村、次い

で「燃料スタンドが少ない」「燃料スタンドが遠い」が多くなっていた。 

なおその他の理由としては、車両の更新予定でないことや、財政上の問題、市町村合併を

控えているためといった理由があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市町村独自の取り組みついて】 

※問 D-6～7 は、すべての市町村への質問 

問 D-６ 低公害車の導入に関する具体的計画の有無（回答数 195） 

19 市町村、約１割の市町村が低公害車の導入に対する具体的な計画を持っている。 

計画の概要としては、低公害車の導入指針の他、年次と台数（割合）を具体的な定めたア

クションプランを策定している市町村も存在する。 

 

 
 
 
 
 
 

問 D-７ 低公害車の導入に関する補助金交付制度等助成制度の有無（回答数 194） 

中国地方管内のいずれの市町村においても、低公害車の導入に関する補助金交付制度等の

助成制度を設けていない。 

ある
10%

ない
90%
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（自治体アンケート）   Ｅ．交通全般編  
 
【環境にやさしい交通体系について】 

問 E-１ 環境にやさしい交通体系の構築、環境負荷の低減に向けた取り組み（回答数=205） 

回答が得られた 205 市町村のうち、環境にやさし

い交通体系の構築、環境負荷の低減に向けた取り組み

を行っている市町村は約４分の１の市町村（53 市町

村）であった。 

取り組みの内容としては、「鉄道、バス等の公共交

通の利用促進」が最も多く 38 市町村、ついで「低公

害車の導入促進（普及・啓発、エコスタンドの設置等）」

15 市町村となっている。なお、その他の回答では、

ノーマイカーデーを設定している市町村が４市町村

などとなっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【交通の情報化について】 

問 E-２ 交通の情報化に関する取り組み（回答数=204） 

交通情報化に対する取り組みを行っている市町村

は、204 市町村のうち 14％（28 市町村）であった。 

取り組みの内容としては、「バスの路線図、ダイヤ

表等をホームページで提供」等、公共交通情報の提供

に関する回答が最も多く 16 市町村で取り組まれて

いる。ついで「道路混雑・駐車場情報」「配車システ

ム」「バスロケーションシステム」等の回答があった。 

 

 

行って
いる
26%

行って
いない
74%

38

4

1

15

8

1

1

0

9

0 5 10 15 20 25 30 35 40

鉄道、バス等の公共交通の利用促進

ＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策の実施

道路混雑の緩和のための交通情報の提供

低公害車の導入促進（普及・啓発、エコスタンドの設置等）

環境に配慮した自動車運転技術、運転行動の普及・啓発

ディーゼル車の利用抑制

バスレーンの設置や交通規制の実施

物流システムの効率化（荷捌き施設や共同集配施設の整備等）

その他 （市町村数）

行って
いない
86%

行って
いる
14%
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【交通バリアフリーについて】 

問 E-３ 交通バリアフリーに関する地域住民等への広報活動や啓発活動等の取り組み（回答数=196 

 

回答が得られた 196 市町村のうち、交通バリアフ

リーに関する地域住民等への広報活動や啓発活動等

の取り組みを行っている市町村は約 15％（30 市町

村）であった。 

取り組みの内容としては、「広報誌やホームページ

など各種メディアを活用した普及・啓発」といった一

般的な取り組みが最も多く 14 市町村、ついで「バリ

アフリー教室等の開催（身体障害者や高齢者の疑似体

験等）」6 市町村となっている。なお、その他の回答

では、「交通安全総点検の実施」や「交通事業者に対

する依頼」等となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

行って
いる
15%

行って
いない
85%

6

14

4

0

1

3

9

0 2 4 6 8 10 12 14 16

バリアフリー教室等の開催（身体障害者や高齢者の疑似体験等）

広報誌やホームページなど各種メディアを活用した普及・啓発

小中学校等におけるバリアフリー教育の推進

交通事業者に対する講習会の開催

バリアフリーに関わるボランティアやNPOなどに対する支援

職員に対する交通バリアフリー教育・講習

その他 （市町村数）
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10

1

1

2

11

1

7

8

0 5 10 15

企業ＰＲのため

環境関連の認証取得のため

自治体からの要請があったため

顧客や利用者からの要望があったため

車両の購入に補助があったため

グリーン購入法が施行されたため

最寄りにＣＮＧスタンドが立地（予定含む）しているため

その他

（事業者アンケート）   低公害車編 
 
 
【ＣＮＧ車の導入状況について】 

問１ ＣＮＧ車の導入の有無（回答数 54） 

ＣＮＧ車を導入している事業者は 54 事業者中 18 事業者（33％）であった。 

 
 
 
 
 
 
 
【既導入事業者の導入台数・導入理由】 

※問２～問４は、問１で「導入している」と回答した事業者のみ 

問２ 既導入事業者の導入台数 （回答数 18） 

ＣＮＧ車を導入している 18 事業者における

導入率は、貨物車 0.7％、バス 0.5％、特種車

0.3％となっており、いずれにおいても１％に満

たない導入率となっている。 

 

 

問３ 既導入事業者のＣＮＧ車の導入理由 （回答数 18 複数回答３つ以内） 

導入理由としては、「車両の購入に補助があったため」という理由が 11 事業者と最も多

くなっており、ついで「企業ＰＲのため」「最寄りにＣＮＧスタンドが立地（予定含む）し

ているため」となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成 15 年 10 月現在）

導入している
33%

導入して
いない
67%

【回答の合計値】
台数（ＣＮＧ車
を含む総数）

うちＣＮＧ車の
台数

①貨物車 31,753台 230台
②バス 201台 1台
③特種車 378台 1台



 

 27

追加導入する

予定である

61%

どちらともいえ

ない

33%

追加導入する

予定はない

6%

7

2

1

10

1

0

1

9

0

0

0

0

1

0 2 4 6 8 10 12

車両購入にかかる費用が割高

燃料にかかる費用が割高

ＣＮＧスタンドが遠い

ＣＮＧスタンドが少ない

ＣＮＧスタンドの利用時間が短い

メンテナンス体制が不十分

メンテナンスにかかる費用が割高

走行距離が短い

走行時のパワーが不足

積み荷のスペースが狭い

法律・条例等による導入の強制がない

導入を判断する上での情報が不足

その他

4

2

2

1

1

1

9

0 2 4 6 8 10

顧客や利用者からの評判がよい

一般からの評判がよい

車両運転者からの評判がよい

車両に関するコストが低減した

さらに自治体から要請があった

さらに顧客や利用者からの要望があったため

その他

 

【既導入事業者の追加導入意向】 

問４ 既導入事業者の今後のＣＮＧ車追加導入意向 （回答数 18） 

ＣＮＧ車を導入している 18 事

業者のうち、11 事業者（61％）

が追加導入する予定としており、今

後の導入意向が高いことが伺える。 

一方で、追加導入する予定がない

とする事業者は１事業者のみであ

った。 

 
※問５～問７は、問４で「追加導入する予定である」と回答した事業者のみ 

問５ 追加導入する理由 （回答数 11 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車を追加導入する理由としては、「顧客や利用者からの評判がよい」が４票と最も

多かった。また「その他」では、「環境保全への貢献」や「会社方針」といった意見があっ

た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

問６ 追加導入するにあたって改善すべき課題 （回答数 11 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車を追加導入するための課題としては、「ＣＮＧスタンドが少ない」といった走行

環境に関する課題や、「走行距離が短い」といった走行性能に関する課題が多く挙げられて

いた。 
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【回答の合計値】
①平成１６年
度まで

②平成１７年
度以降

①貨物車 26台 16台
②バス 2台 0台
③特殊車 0台 0台

 

問７ 追加導入予定台数（①平成１６年度まで、②平成１７年度以降に分けて回答） （回答数９） 
ＣＮＧ車の追加導入予定台数については、平成 16 年度までに計 28 台、平成 17 年度以

降計 16 台という回答を得た。 

 

 
 
 
※問８は、問４で「追加導入する予定はない」「どちらともいえない」と回答した事業者のみ 

問８ 追加導入しない理由 （回答数 7 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車を追加導入しない理由としては、「ＣＮＧスタンドが少ない」「走行距離が短い」

「車両購入にかかる費用が割高」という回答が多く、問６の「追加導入にあたっての課題」

とほぼ同様の結果が得られた。 

また「その他」では、「ハイブリット車の導入を検討している」や「他の低公害車を考え

ている」といった意見があった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3

1

1

7

0

0

1

3

2

0

0

0

2

0 2 4 6 8

車両購入にかかる費用が割高

燃料にかかる費用が割高

ＣＮＧスタンドが遠い

ＣＮＧスタンドが少ない

ＣＮＧスタンドの利用時間が短い

メンテナンス体制が不十分

メンテナンスにかかる費用が割高

走行距離が短い

走行時のパワーが不足

積み荷のスペースが狭い

法律・条例等による導入の強制がない

導入を判断する上での情報が不足

その他



 

 29

関心はあるが

導入する予定

はない

42%

関心がない

6%

導入するかどう

か分からない

49%

導入する予定

である

3%

 

【未導入事業者の今後の導入意向】 

※問９は、問１で「導入していない」と回答した事業者のみ 

問９ 未導入事業者の今後の導入意向 （回答数 36） 

ＣＮＧ車を導入していない事業者の今後の導入意向については、「導入するかどうか分か

らない」が最も多く、ついで「関心はあるが導入する予定はない」という回答であった。 

また、今後導入予定と回答した事業者は、１事業者のみであった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
※問 10～問 12 は、問９で「導入する予定である」と回答された方のみ 

問 10 導入する理由 （回答数１ 複数回答３つ以内） 

導入予定の１事業者の導入理由として

は、「地球環境に配慮した運行体制を図る

ため」といった理由が挙げられていた。 

 
 
 

問 11 導入するにあたって改善すべき課題 （回答数１ 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車を導入するための課題として

は、車両導入、燃料、メンテナンスにかか

る割高な費用についての課題が挙げられ

ていた。 

 

 

 

 

 

問 12 導入予定台数（①平成１６年度まで、②平成１７年度以降に分けて回答） （回答数 1） 

ＣＮＧ車の導入予定台数については、平成 17 年

度以降にバス 69 台という回答を得た。 

 

 

回答数
企業ＰＲのため 0
環境関連の認証取得のため 0
自治体からの要請があったため 0
顧客や利用者からの要望があったため 0
車両の購入に補助があったため 0
グリーン購入法が施行されたため 0
最寄りにＣＮＧスタンドが立地（予定含む）しているため 0
その他 1

計 1

回答数
車両購入にかかる費用が割高 1
燃料にかかる費用が割高 1
ＣＮＧスタンドが遠い 0
ＣＮＧスタンドが少ない 0
ＣＮＧスタンドの利用時間が短い 0
メンテナンス体制が不十分 0
メンテナンスにかかる費用が割高 1
走行距離が短い 0
走行時のパワーが不足 0
積み荷のスペースが狭い 0
法律・条例等による導入の強制がない 0
導入を判断する上での情報が不足 0
その他 0

計 3

【回答の合計値】
①平成１６年
度まで

②平成１７年
度以降

①貨物車 0台 0台
②バス 0台 69台
③特殊車 0台 0台
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ＣＮＧ車の種類

ＣＮＧ車の車両価格

ＣＮＧ車の走行性能

ＣＮＧ車の燃費

ＣＮＧ車の導入に対する支援制度

ディーゼル車等に対する法規制動向

ＣＮＧスタンドの場所

ＣＮＧ車向けの燃料の価格

先行導入事業者での運用状況

メンテナンス工場の場所

メンテナンスにかかる費用

その他

 

※問 13 は、問 9 で「導入を検討したが断念した」「関心はあるが導入する予定はない」と回答した事業者のみ 

問 13 導入しない理由 （回答数 15 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車を導入しない理由としては、「車両購入にかかる費用が割高」が 13 事業者と最

も多く、初期投資に対する問題が挙げられている。 

ついで、「ＣＮＧスタンドが少ない」「メンテナンス体制が不十分」という回答が多くなっ

ていた。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【ＣＮＧ車の普及促進方策について】 

※問 14～問 16 は、すべての事業者への質問 

問 14 ＣＮＧ車の導入検討のために必要な情報 （回答数 50 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車の導入検討に必要な情報としては、「ＣＮＧ車の導入に対する支援制度」が 32

事業者と最も多く、ついで「ＣＮＧ車の車両価格」「ＣＮＧスタンドの場所」が 24 事業者

となっており、特にコスト面での情報提供が求められている。 
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車両購入にかかる費用が割高

燃料にかかる費用が割高

ＣＮＧスタンドが遠い

ＣＮＧスタンドが少ない

ＣＮＧスタンドの利用時間が短い

メンテナンス体制が不十分

メンテナンスにかかる費用が割高

走行距離が短い

走行時のパワーが不足

積み荷のスペースが狭い

法律・条例等による導入の強制がない

導入を判断する上での情報が不足

その他
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問 15 ＣＮＧ車を普及促進に必要なこと （回答数 52 複数回答３つ以内） 

ＣＮＧ車の普及促進方策としては、「購入時の補助・支援制度の充実」「ＣＮＧスタンドの

整備」といった回答が突出して多く、コスト面への支援と走行環境の整備が特に求められて

いることが分かる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 ＣＮＧ車普及促進について国や県等に対する要望 （自由意見） 
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購入時の補助・支援制度の充実

燃料価格の低下

ＣＮＧスタンドの整備

ＣＮＧスタンドの営業時間の延長

メンテナンスの簡易化

メンテナンスの低価格化

車両性能の向上

ＣＮＧ車の優先策の充実

その他

今後も、補助体制の確立を図って欲しい。（車両）
ＣＮＧ車を購入時はもちろん、各種税金の優遇制度を大きくすることにより導入事業者が増加す
る。
通常の車両を購入する余力がないため、高価なＣＮＧ車を導入するには国等の補助を希望致し
ます。購入の意志があっても周辺設備が整っておらず導入後の不安が大きいように思います。
県？ＣＮＧスタンド検査を日曜日等に行ってほしい。（スタンドが平日休業になる為、遠くのスタ
ンドまで充填に行く様になる）
バス業者として、ＣＮＧ車を導入することは必要と考えておりますが、全般的に導入環境が整っ
ていないと思います。国・自治体等普及促進策を講じて頂き、要請に対して検討したい。
ＣＮＧスタンドが少ない
助成金の手続きについて、年度始めより導入ができる様にしてもらいたい
私は広島県の事業者ですが、広島県のＣＮＧに対する意識があまりにも希薄ではないかと感じ
ます。国もですが、環境問題は地球規模の事ではないかと思うので、各都道府県別に条例が
違うのはおかしいと思います。やるのであれば全国一律にやってほしいです。
支援制度の充実、負担を軽減して致きたい。
購入時の車両価格と支援制度の拡充。ＣＮＧスタンドの整備。最大積載量の減少問題の解決
（燃料タンク等に於る車両重量が重くなる為減トンとなる）走行距離短い。安全性及びメンテナン
スに関する情報
私の町には、基本的に都市ガスが来てないので…。
ＣＮＧ車の購入時の補助。ＣＮＧスタンドへの補助
手厚い補助メニューの整備をお願いします。
早急にＣＮＧスタンドの整備又、CNGの推進の強化
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【参考：自由意見の内容】 

■参考：問３、問５、問６、問８、問 10、問 14、問 15 その他 
 

 

 

問3-8（その他）
会社として環境問題に対する取組として
環境に対しての会社方針
環境問題への対応（少しでも）
自社の取組み
自主的に環境問題に取組もうと考えたため
地球環境に貢献し、より低公害な車両の導入のため
排ガスが出ない、音が静か等の理由
環境問題に力を入れているため
問5-7（その他）
会社の地球環境問題として
会社方針
環境問題への対応（少しでも）
自社の取組み
今後の事を考えて
ＣＮＧスタンドの新規開設
環境保全に貢献
企業のＰＲのため
推進しているため
問6-13（その他）
車両の故障
問8-13（その他）
ハイブリット車の導入を検討、推進している
他の低公害車を考えている
問10-8（その他）
宇部市では、ガス局が天然ガスへの移行に取り組んでおり、交通局としても地球環境に配慮し
た運行体制を図るため
問14-12（その他）
ＣＮＧ車両に関する情報の提供。購入時の補助支援制度など簡素化。燃料価格。走行距離短
い。スタンドの整備。車両総重量８ｔ未満の車両で積載量が３ｔ以下となる
燃料電池などどれが最終的なエネルギー源となるのかがわからない状態で判断しにくい
問15-9（その他）
問１６に記した問題の解決
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